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 論文要旨
手塚 崇子
【本研究の目的】
２０１０年１月２９日，内閣府に設置された「子ども・子
育て新システム」検討会議では，３つの作業グループ
（基本制度ワーキングチーム，幼保一体化ワーキング
チーム，子ども指針ワーキングチーム）にわかれて議
論が進められた。
「子ども・子育て新システム検討会議」は，幼保一
体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的・一
元的なシステムの構築について検討を行うために開催
された。そして２０１２年３月２日，「子ども・子育て新
システム」に関する基本制度である「子ども・子育て
支援法案」「総合こども園法案」「子ども・子育て支援
法案及び総合こども園法の施行に伴う関係法律の整備
等に関する法律案」が少子化社会対策会議で決定され
た。しかし，社会保障と税の一体改革のメインである
消費税増税を成立させるため，自・公民との３党合意
のため，「子ども・子育て新システム」は修正を余儀
なくされた。
このように日本の就学前教育・保育として，幼稚園
と保育所が大きくクローズアップされることはあまり
なかった。もちろん幼保一元化政策についての検討は
戦前より幾度となく行われてはいたが，幼稚園と保育
所の一元化と給付制度の一元化についての議論は遅々
として進まなかった。その背景には，日本の就学前教
育・保育は，親の就労状況で子どもを区分し，教育と
養護の２つの機能があるという観点から考えられ，財
政も縦割りであることが指摘される。しかし他の諸外
国の例をみると，日本と同様に二元化されていたが，
省庁を統合して一元化を推し進めた国もある。
近年最初の幼保一体化の動きは，２００３年総合規制改
革会議が，「規制改革推進のためのアクションプラン」
を発表し，重点検討事項１２点のなかに「幼稚園と保育
所の一元化」が盛り込まれたことである。施設整備基
準の統一や資格・配置基準の統一，入所対象の統一等
が求められ，その後幼保一体化は現在に至るように大
きくクローズアップされることとなった。
幼保一体化が進められる理由は，少子化による幼稚
園の就園率の減少，女性の就労による保育所不足，老
朽化した幼稚園や保育所施設の建て替えや，小学校や
幼稚園の空き教室を有効活用した保育所利用等があげ
られる。また近年の地方財政の悪化により，幼稚園と
保育所を廃止したり，統合するケースもある。
幼保一元化は，就学前教育・保育を一元化し，地域
のこどもを親の就労状況に関係なく，地域で育てると
いう側面と，先述したように地方財政の悪化等を背景
として財政効率化を促すという側面がある。規制改革
以降，幼保一体化施設を開所する自治体や既存の幼稚
園や保育所を一体化する自治体も出てきており，幼保
一体化施設は，今後増えるであろうと考えられる。
そこで，本研究では，幼保一体化施設の運営と財政
について調査分析し，幼保一体化施設の問題や課題を
検討することとする。幼保一体化施設について記した
論文や書籍は下記のものがあるが，内容は施設開所の
経緯や，運営方法のみで，開所の際の施設設備費や運
営費を論じたものはない。また幼稚園と保育所の財政
の縦割りの状況や，従来の施設と幼保一体化施設での
財政面での変化を論じているものはない。
【方法】
本研究では，就学前教育・保育の一元化を課題とし
て，現在開所されている幼保一体化施設の運営と財政
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を分析し，その問題と課題についての実態を明らかに
することを目的としている。
幼保一体化施設については，次の４つの区分にした
がって，幼保一体化施設と役所での現地ヒアリング調
査を行った。
１９６０年代後半から１９７０年代に開所された幼保一体
化施設の先駆的事例
総合施設モデル事業として開所された幼保一体化
施設
規制改革で開所された幼保一体化施設（過疎地）
規制改革で開所された幼保一体化施設（都市部）
については，先駆的事例をみることにより，なぜ
幼保一体化施設が規制改革まで増えなかったのか，ま
た幼保一体化施設の課題は何かを検討するためである。
については，総合施設モデル事業として早く，開
所しており，認定こども園制度の前の時点での施設開
所であるからである
とについては，過疎地と都市部では，幼保一体
化施設を開所する背景や目的，内容，効果等が異なる
と捉えたため，過疎地と都市部にわけた。
１９６０年代後半に最初に開所された幼保一体化施設
である多聞台方式（数年で廃止となった失敗例）以外
は，全て現地でのヒアリング調査を行った。
対象施設：大阪府神戸市北須磨保育センターは，「保
育一元化」の理念型の施設であり，現在
もなお開所している点で，参考になる点
が多いと考える。
兵庫県交野市あまだのみや幼児園は，市
内の公立は全て幼保一体化施設であり，
公立で初めての幼保一体化施設である。
公立の幼保一体化施設の問題や課題を検
討する。
総合モデル事業に選ばれ，幼保一体化施設として
運営している施設
対象施設：和歌山県白浜町 白浜幼児園については，
幼稚園と保育所の財政の縦割り
構造について詳しく分析する。
規制改革で開所された施設（過疎地）
対象施設：群馬県六合村１）六合こども園については，
幼稚園３園を廃止して，幼保一体化施設
にしたため，幼稚園３園の場合と幼保一
体化施設との財政比較を行う。
福島県鮫川村さめがわこどもセンターに
ついては，過疎債とリニューアル債を使
用した効果と旧幼稚園１園と旧保育所２
園の場合と幼保一体化した場合の財政比
較を行う。
規制改革で開所された幼保一体化施設（都市部）
対象施設：東京都千代田いずみこども園については，
決算書がひとつのためこども園全体とし
ての費用を分析する。
東京都品川区二葉すこやか園とのびっこ
園台場については，品川区の公立保育所，
公立幼稚園とこども園全体の費用を比較
する。
幼保一体化施設の現状を明らかにするために，現地
の調査では，幼保一体化施設と市町村の役所（子ども
関連の課及び財政課及び総務課等）に行き，実際に運
営の状態を見学，園長や他の教職員にヒアリング調査
を行い，現状や問題点等を調査した。役所職員につい
ては，施設の現場及び開所の背景や経緯，財政状況の
資料の提供を受け，ヒアリング調査を実施した。
【論文の構成】
序章では，先行研究と本研究の分析視点ということ
で，上記で述べた本研究の目的と方法について述べた。
第１章幼保一元化の政策と国際的展開では，日本の
幼保一元化政策の動向について，文部科学省，厚生労
働省や幼稚園と保育所の団体による意見の相違等を臨
時行政調査会と臨時教育審議会に至るまで述べた。ま
た，日本と同様に就学前教育・保育が二元化されてた
が，一元化となった，スウェーデンの経緯と背景，そ
してスウェーデンの地方財政の変化について述べた。
そして，OECDにおける就学前教育・保育について，
次の５点をあげているが日本には欠けている部分が多
かった。特に，国と地方との協調関係が弱く，地方自
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治体の財政力格差もその一部であった。
中央レベルでの協調的な政策枠組み，主管省庁の
指定，中央レベルと地方分権レルの協調，改革へ
の協調的参加アプローチ，地方レベルのサービス・
専門家・親の連携の提言をしている。
第２章戦後における幼稚園と保育所の歴史では，幼
稚園と保育所の歴史と財政について両者の施設の振興
と抑制，財政の違い等を述べた。そして女性の増加に
より，幼稚園での預かり保育が振興され，「幼稚園の
保育所化」となり，保育所はエンゼルプランからはじ
まる待機児童対策による保育所促進と三位一体改革に
よる保育財政の変化について述べた。
第３節では，近年の幼保一元化について，子ども・子
育て新システムと税と社会保障一体改革の消費税増税
法案成立のための修正認定こども園の拡充について，
その経緯と内容について検討した。
第３章幼保一体化施設の運営実態と時期区分では，
幼保一体化施設の開所時期を１９６０年代後半から１９７０
年代，１９９０年代の幼稚園と保育所の共用化の時代，
２０００年代規制改革後の幼保一体化施設，２００６年以
降の認定こども園とに分け，その内容と傾向について
検討した。の先駆的事例は，今の幼保一体化の運営
の上で学ぶべきことが多く，１９７０年代で，現在行って
いる幼保一体化施設の課題をすでに解消していた。
認定こども園については，直接契約方式が特徴的であ
るが，認定こども園になる以前が幼稚園であったもの
（幼稚園型）については，直接契約であるが，幼保連
携型や保育型は，ほとんどが役所の受付であり，保育
料の自治体決めたものとなっていた。地方裁量型につ
いては，受付も保育料設定も施設側であったことを明
らかにした。
第４章過疎地と都市部における幼保一体化施設の課
題では，過疎地と都市部にわけて分析を行った。その
結果，幼保一体化施設を開所する際は，既存の施設が
保育所であったか幼稚園であったか，もしくはどちら
が多いかで，その後の財政効果（削減）がわかれるこ
とがわかった。また，過疎地と都市部では，職員（幼
稚園教諭と保育士）の処遇が異なり，過疎地では，同
じ処遇であったが，特に東京都は異なるため，そのこ
とが現場の協力体制を複雑化していることも明らかに
した。しかしこの職員の処遇等については，北須磨保
育センターの「保育一元化」の理念にある幼稚園教諭
と保育士の平等と研修の参加が大切な要素であること
をさらに深めた。
また，都市部では施設の広さや条件により，幼保一
体化施設の形態が「幼保連携並行型」「年齢区分型」
とわかれており，異年齢交流ができず，幼稚園と保育
所で分断されていることを分析した。
終章では，第３・４の事例を基に，その成功例と課
題を述べた。北須磨保育センターの「保育一元化」の
３つの平等は，就学前のこどもの保育の平等と女性の
労働権の確保，保育者の研究と研修の平等の権利であ
り，この内容が現場で必要なものである。過疎地が幼
保一体化施設を開所することは，幼稚園機能を保護す
ることを意味することを明らかにした。
今後「新たな幼保連携認定こども園」を推進する方
向にむかっているが，現行の認定こども園も増えない
状態で，新たな幼保連携認定こども園が増加するかは
疑問である。しかし，幼保一体化施設は，社会情勢（待
機児童，建物の老朽化，地方財政の悪化）により，増
えていくと考えられるので，事例を踏まえて，課題を
みつけ，効率化をめざすだけでなく，就学前教育・保
育の重要性も合わせて考えていく必要がある。
１）現在は市町村合併のため，中之条町となった。
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１．論文の概要
提出された「幼保一体化施設の運営と財政―就学前
教育・保育の一元化をめぐって―」は，日本では民主
党政権下の「社会保障・税一体改革」における社会保
障改革の一環として，消費税増税分の使途と結びつい
て，俄かに浮上した感のある幼稚園と保育園の一体化
をテーマとしている。
「序章 研究の課題と方法，構成」の「第１節 研
究の課題」では，２０１０年代に入り急速に検討と法案化
が進んだ「幼稚園と保育園の一体化」（以下，「幼保一
体化」）を研究対象とする。日本における幼保一体化
は，親の就労状況に関係なく平等に地域で就学前教育
を行うという側面と地方財政の悪化を背景に財政効率
化を進めるという側面をもつ。本論文では，幼保一体
化施設の運営と財政について調査分析し，その問題点
と今後のあり方を検討することを課題としている。先
行研究を整理した上で，幼保一元化や幼保一体化施設
を財政分析した先行研究はないと結論づけている。研
究の方法として幼保一体化施設整備の４つの区分に従
い，それぞれを代表する施設について役所でのヒアリ
ング調査を実施し，これと文献研究により論文を作成
している。
「第１章 幼保一元化政策と国際的展開」では，ま
ず「第１節 日本の幼保一元化政策の歴史」で，戦
前，１９２６年１２月と早い時期に東京府社会事業協会の岡
弘毅により幼保一元化の構想が提唱され，１９４０年には
倉橋惣三による幼保一元化の理論的基礎づけを行った
「国民幼稚園」構想が出されたなど，多くの幼保一元
化への提案が行われたことが明らかにされる。それに
もかかわらず，託児所を社会事業として位置付けた社
会事業法（１９３８年制定）が，保育所と幼稚園を法律上
二元化し，今日まで幼保一元化を妨げる原型となって
きた。
第２次大戦直後には，管轄省庁の二元化を前提とし
て，３歳未満児を厚生省管轄下で保護を中心として教
育機能をもたせ，３歳児以上を文部省管轄下の教育と
する「年令別二省管轄一元化論」，「幼保の二枚看板論」
などが出されたが，制度の二元化に制約されて幼稚園
と保育所の一元化は進まなかった。高度成長期以降に
も幼保一元化の議論は多様なレベルで行われた
が，１９７０年代を中心に管轄の二元化体制の下で，幼稚
園と保育所が分断化されて急速に整備されることにな
った。結局，幼保一元化への取り組みが具体化するの
は，２１世紀初頭の規制緩和政策下においてであるが，
その分析は第２・３章で行われる。
「第２節 先進国における就学前教育・保育の一元
化－スウェーデンを中心に－」では，人的資源の涵養
という狙いから，スウェーデンで幼児教育・保育行財
政の分権化を伴いつつ，１９９６年に所管の教育省への一
元化と保育所の学校施設としての位置づけが行われた。
権限の分権化と併行して，地方財政調整制度の整備を
伴う財源の地方移譲が行われた点を重視している。こ
こから幼保一元化では中央・地方の財政関係の再編が
必須とみる著者の視点が導かれている。イギリスで
は，１９９７年にブレア政権が「全国児童ケア戦略」を打
ち出し，所管の一元化，幼児教育施設も保育施設の一
元化や連携を推進している。OECDは２０１１年に刊行
した『OECD保育白書』で，乳幼児に対する政策と
制度の分断の問題点を指摘し，中央レベルでの協調的
な政策枠組みと主幹官庁の指定，中央政府と地方政府
の協調などを提言しており，幼稚園と保育園の一体化
を先進国共通の政策課題になっている。
「第２章 戦後における幼稚園と保育所」の歴史で
は，第１節と第２節で幼稚園と保育所に分けて，それ
歴史を国・地方自治体の財政措置と各施設の財政にも
着目して跡付けている。幼稚園では，１９９７年以降の私
立幼稚園の預かり保育事業（通常の保育時間外でも預
かる）に対する私学助成の開始とその後の増額に支え
られた預かり保育の実施率の急上昇など，幼稚園の保
育所化が進んだ。保育所については，１９９４年のエンゼ
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ルプラン策定以降の少子化対策の展開の国の保育関係
対策予算への反映，地方交付税における保育所経費の
算定の変化，「三位一体の改革」の保育所財政への影
響（公立保育所運営費負担金の一般財源化）が丹念な
統計資料の整理を行いつつ，明らかにされ，財政レベ
ルからの保育所問題の分析という特質が十分に現れて
いる。
第３節では，２０１２年３月に国会に提出された「子ど
も・子育て新システム」法案に直接につながる２００９年
２月社会保障制度審議会少子化対策特別部会第一次報
告以降，３党合意による同法案修正に至る過程を分析
している。「次世代育成支援のための新たな制度体系
の設計に向けて」は，保育について十分な財源確保と
併せて制度改革も行うという方針を採用し，保育の
必要性を客観的にみる「認定証明書」と保育の必要時
間を利用者ごとに決める「保育保障上限量」，利用
者が施設と契約する「直接契約」，「公定価格」の
保育料，NPO法人や株式会社の新規参入を誘導す
る財政措置など，あり方として同法案に引き継がれる
内容が多く盛り込まれた。自公政権下でスタートした
幼保一元化の検討は，民主党政権下で２０１０年１月に内
閣府に設置された「子ども・子育て新システム」検討
会議で進められ，２０１２年３月の少子化社会対策会議の
決定を経て，３法案の国会提出に至った。法案の中核
である幼保一体化施設・「総合こども園」の創設は，
自公政権下で設立された「認定こども園」のうちの幼
保連携型を単一の施設としての創設に修正された。一
方，幼保連携型認定こども園の指揮監督の内閣府への
一元化，消費税増税分を中心とする財政措置の「施設
型給付」としての一本化は，法案の内容が活かされた。
施設体系としては，幼稚園，保育園，認定こども園が
併存する。
「第３章 幼保一体化施設の運営実態と時期区分」
では開所時期を４つに区分し，各時期の幼保一体化施
設をめぐる政策展開または運営実態を分析している。
第１期の１９６０年代後半～１９７０前半については，多聞台
方式（１９６７年開所，神戸市），北須磨保育センタ （ー１９７１
年開所），あまだのみや幼稚園（１９７２年開所，大阪府
交野市）という先進事例を取り上げ，運営実態を分析
している。北須磨保育センターの「保育一元化」の理
念による子どもの教育・保育の平等化と女性の就労権
利の擁護，保育士と幼稚園教諭の研修・待遇の平等化
と連携など，公立ではじめての合築型一体化施設とし
て開所されたあまだのみや幼稚園にも影響を及ぼし，
今日の幼保一体化施設の運営のベースとなる要素が多
く含まれている。併せて国の厚生省と文部省による二
元的管轄による制約も現れており，先進事例は首長の
強いリーダーシップの発揮により実現したものである。
第２期は幼稚園と保育園の共用化の時代としての
１９９０年代である。１９９６年１２月の地方分権推進委員会第
一次勧告において「幼稚園・保育所の施設の共用化等
弾力的な運用を確立する。」ことが求められ，１９９８年
に共用化に関する指針が出されて以降，共用化施設は
２０００年代に急速に増大した。
第３期は，２００１年３月の規制緩和３カ年計画に基づ
く構造改革特区制度が導入され，「幼稚園と保育所の
一元化」が規制改革の重点検討事項に取り上げられた
２０００年代である。幼保一体化（幼稚園児と保育園児の
合同活動）に関する特区認定が保育所について３５市町
村に対して，幼稚園について１県３６市町村に対して行
われた。
第４期は特区を越えて，幼保一体化施設が「認定こ
ども園」として全国的に展開した２００６年以降である。
２００３年１２月の「規制改革の推進に関する第三次答申」
に基づき試行事業としての総合施設モデル事業に全国
３５施設が選ばれた。同事業の評価を踏まえた「就学前
保育等促進法案」が２００６年６月に成立し，同年１０月に
「認定こども園制度」が実施された。認定こども園は
幼保一体化施設であり，幼保連携型，幼稚園型，
保育所型，地方裁量型の４つの類型が設定された。
認定こども園の制度上の特徴は，直接契約であること
と自治体の関与があるものの保育料は施設が自由に設
定できる点にある。政府は認定こども園の目標を２０１４
年までに２，０００園としているが，２０１１年で７６２園と実績
は目標を大幅に下回っている。その理由としては，財
政支援が不十分なことと省庁の縦割りによる事務の複
雑さ等があげられている。認定こども園については，
直接契約，保育料の応益負担が問題点として指摘され
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ることが多いが，東京都内の７４園についてみると，新
規参入の民間施設と地方裁量型を除いては認可保育所
制度の枠組み（市町村が受付，認可保育所と同じ応能
負担の保育料）を維持しているという重要なファク
ト・ファインディングを行っている。
「第４章 過疎地と都市部における幼保一体化施設
の課題」は，実態調査に基づく財政分析を行っている。
第１節では過疎地の幼保一体化施設をとりあげている。
保育所についても，過疎法により建設補助金の国負担
割合のかさ上げが行われている。幼稚園しか設置され
ていない自治体では，ニーズの低下により幼稚園の就
園率が低下する中で，高まる保育所への需要に対応す
るために，既存の幼稚園の機能と保育所の機能をあわ
せもった幼保一体化施設の設置を行うケースが出てき
ており，一体化施設の先進的事例の一つの類型として
実態調査結果を中心に分析している。
群馬県六合村六合ことも園について，整備費におけ
る保育園分と幼稚園分の財源内訳の差，旧公立幼稚園
と六合こども園のコスト比較を行い，後者では応能負
担により旧公立幼稚園と比較して純コストが低下した
という興味深いファクト・ファインディングが行われ
ている。和歌山県白浜町白浜幼児園について，国の二
元的管轄の下で幼稚園分と保育園分について縦割の財
政運営が行われていること，保育園分については臨時
職員の割合が２／３と高いことがコスト削減に大きく寄
与しているという問題をかかえながらも，平等な就学
前教育の提供という面で過疎地において大きな地域貢
献を果たしていると結論づけている。福島県鮫皮村さ
めがわこどもセンターにおいても幼稚園分と保育園分
について縦割の財政運営が行われている。既存の施設
がコストが高い保育所２園，幼稚園１園であったため
に，一体化施設への集約化により支出削減と保育料収
入増加のプラス効果が現れたという。
第２節では，大都市の幼保一体化施設をとりあげて
いる。全国の先進事例としての大阪府あまだのみや幼
児園（公立，１９７２年開所），東京都内の先進事例とし
ての千代田区いずみこども園（公立，２００２年開所），
品川区二葉すこやか園（２００２年開所）と品川区にびっ
こ園台場（２００６年開所）を対象として，運営実態と財
政を分析している。大都市では，待機児童対策を主な
狙いとしていること，財源面からみて用地取得が困難
であることから公立幼稚園や公立小学校の空き教室を
活用して幼保一体化施設を開所するケースが多いこと
が特徴的である。あまだのみや幼児園では，保育士と
幼稚園教員免許の両方をもった者を採用，給与体系を
同じとし，異年齢交流と集団教育により地域のこども
たちの就学前教育・保育の一元化によりスムースな小
学校への入学を促している。一方，敷地面積に制約の
ある東京都内では，保育所部門は０～２歳，幼稚園部
門は３～５歳児（選択により長時間保育も可能）とい
うような「年齢区分方式」をとるケースもあり，異年
齢交流が進まず，一体的運営ができないという難点が
生まれている。２０００年度までは特別区の公立幼稚園教
諭の給与は東京都から支払われ，区市町村へ移管され
て以降も区市町村が支払ってきた保育士よりも高い給
与水準が引き継がれたこともあって，両者の連携は困
難である。先駆的な成功事例のあまだのみや幼児園を
含めて，二元的な管轄体制に対応した財政処理を余儀
なくされている。
「終章 日本の就学前教育・保育の現状と課題」で
は，まず第１節で北欧諸国などの取組と比較しながら，
財政効率化と待機児童の解消を重要な狙いとする日本
の幼保一体化施設の整備に集約された幼保一元化の問
題点を指摘している。また１９７０年代における先行事
例，２０００年代における過疎地と都市部に分けて，成功
事例を整理し，教訓を導きだしている。第２節では３
党合意後の「認定ことも園」（幼保連携型）の推進と
認定こども園，幼稚園，保育所を通じた共通の「施設
給付」と小規模保育所等への「地域型給付」の創設を
柱とする「子ども・子育て関連３法」を分析している。
第３節では小活として，幼保一体化施設の財政への影
響は既存の施設の種類によって異なるとして，旧施設
が保育園である場合に，コスト削減が見られるとして
いる。
これまでの分析を踏まえると，就学前教育・保育の
充実には，管轄省庁の統一が重要であり，次に関連す
る施策の統合整理と包括的施策の構築が求められる。
幼保一元化の先進国と比較すると，日本では就学前教
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育・保育に対する理念が弱い。「こども・子育て新シ
ステム」と３党合意による法案修正では，旧自公政権
下の政策と大きな変化はなく，集権型で地方へ財源を
移譲せず，責任のみ移譲する典型と断じている。国と
地方の協調関係と財源移譲，地域格差の是正，国の乳
幼児教育・保育に関する理念の再構築，管轄省庁の一
元化が課題であると結論づけている。
２．論文の評価
（１）「幼保一体化施設」に着目したテーマ設定の先見
性
幼保一元化はスウェ－デン，イギリスなどヨーロッ
パ先進国においては１９９０年代後半に実現した。日本に
おいては合計特殊出生率の低下を背景に本格化した少
子化対策において，施設整備としては認可保育所の拡
充が中心であり，幼保一体化施設としての認定こども
園の整備は副次的であった。幼保一元化が少子化対策
の中心に位置付けられたのは，民主党への政権交代後
である。ただし民主党が目指した保育所と幼稚園を一
元的に管轄する「こども家庭省」の設置は早い段階で
見送られたため，政策は幼保一体化施設の整備として
進められた。
手塚崇子氏は，２００６年４月に本研究科博士後期課程
に入学すると，幼保一元化にテーマを絞って研究を開
始した。この時点では社会福祉の分野においても幼保
一元化を手掛ける研究者は少なく，テーマ設定に先見
性があったことが本研究の第一の特徴である。そこで
社会福祉関係の日本保育学会と日本乳幼児学会で過疎
地における幼保一体化施設の実態調査に基づく報告を
行い，それをベースに各学会誌に査読付論文が掲載さ
れている。学位論文の参考資料として提出された二つ
の論文（２０１０年１２月発表）であり，本学位論文第４章
に活かされている。
（２）財政を重視した分析視角の卓越性
幼保一元化の先進国の取り組みでは，就学前教育・
保育の一元化に対する確固たる理念を確立した上で，
管轄官庁の一元化，分権化，地方自治体への地
方財政調整制度の強化を伴う財源付与が３点セットと
なっており，財政レベルの改革は不可欠となっていた。
日本において２０００年代から規制緩和の一環として進め
られた幼保一体化施設の導入は，地方財政における財
源制約の下での保育所待機児童の解消を主な狙いとし
てきた。
旧自公政権末期に検討が開始され，民主党政権下で
法案提出までに至った「子ども・子育て新システム」
は，予想される消費税率引き上げによる増収分の一部
を少子化対策に導き入れるには，既存のシステムでは
説得力に乏しく，幼保一体化施設への移行を主軸とす
る新システムへの転換を提起することが不可欠である
という認識に基づいている。事実，社会保障の安定財
源の確保を標榜した社会保障と税の一体改革において，
社会保障の充実で政策が最も具体化したのは「子ど
も・子育て新システム」の分野であり，消費税率が１０％
に引き上げられた段階では増収分から７，０００億円が投
入されることになっている。
このように先進国において財源の地方自治体への付
与が幼保一元化の重要な柱になっており，日本におい
ては幼保一体化施設の導入，拡充は財政と密接な関連
をもって進められていることから，財政面からの分析
に重点を置く手塚崇子氏の分析視角はこのテーマに適
合的であり，卓越している。幼保一体化に関する社会
福祉分野の研究では，財政面からの分析はほとんど行
われていない。そもそも保育所に関する研究において
も財政面からの研究は国庫負担金にとどまっており，
国の財政支援で重要な位置を占める地方交付税にまで
眼が行き届いていない。個別の行政と地方交付税の関
連は，財政を専門分野とする研究者にとっても，解明
が手間取る領域であることによる。
財政学会・地方財政学会において，保育所を研究テ
ーマにしている会員は数人しかいない。「幼保一体化
施設」をテーマとしてとりあげたのは手塚崇子氏を嚆
矢とする。２０１１年度の地方財政学会における幼保一体
化施設に関する手塚崇子氏の報告について，テーマの
オリジナリティが高く評価された。
（３）事例研究の積み重ねを重視した研究方法の的確性
手塚崇子氏の研究方法は，幼保一元化の国際的動向，
日本における歴史，最近の政策動向に関する文献研究
とともに，地域特性を踏まえた地域類型ごとにフィー
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ルドワークで事例研究を積み重ねた点に特徴がある。
幼保一体化施設の整備のような地方自治体を実施主体
とする新しい政策分野では，事例研究が特に重要であ
る。事例研究なしに政策動向をフォローするだけでは
深みのある分析はできないし，政策評価の説得力にも
限界がある。
幼保一体化施設は全国的にみても数少ないし，財政
分析を可能とする事例となると一層少ない。公立施設
の場合，園ごとの財政を公開している市町村は多くな
いし，幼稚園部分と保育園部分の経理を区分して公開
してくれる市町村はさらに少ない。学校法人，社会福
祉法人では，財政のデータを公開してくれないのが通
例である。資料公開の制約が強い中で，手塚崇子氏は
幼保一体化施設の財政分析の対象となりうる事例を見
つけ出し，フィールドワークを積み重ねてきた。
手塚崇子氏は，専修大学大学院経済学研究科修了の
後，専修大学大学院商学研究科に入学し，公会計に関
する修士論文を提出して商学修士を取得している。事
例研究の対象として幼保一体化施設の分析，あるいは
幼保一体化施設と保育園・幼稚園との比較分析におい
ては，コスト分析が重要な位置を占めており，商学研
究科修士課程における研究が活かされている。
（４）重要なファクト・ファインディングと説得力のあ
る「子ども・子育て新システム」の評価
幼保一元化の先進国の取り組みにおける管轄官庁
の一元化，分権化，地方自治体への地方財政調整
制度の強化を伴う財源付与の３点セットが実現しない
日本における先行事例では，首長の強いリーダーシッ
プと結びついた就学前教育・保育の一元化に対する理
念の確立，幼稚園教諭と保育士の均等待遇と連係強化，
公立保育園からの移行，住民参加などが成功の条件に
なっているという重要なファクト・ファインディング
が行われている。併せて上記の３点セットが整わない
ことが，成功事例を含めて，幼保一元化の強い制約要
因になっていることも実証されている。
先進国における幼保一元化の実現の条件の摘出，日
本における幼保一体化施設の運営と財政の実態分析を
踏まえているため，３党合意を経た「子ども・子育て
新システム」の評価が説得力あるものとなっている。
政府提出法案では，保育園では義務付けにより，民間
幼稚園では経過期間を置いて，幼保一体化施設として
の「総合こども園」に統合する内容になっていた。し
かし３党修正後は，幼保一体化施設への保育所の移行
の義務付けは行わないことになり，保育所，幼稚園，
認定こども園（幼保連携型）の併存体制が存続するこ
とになった。そこで施設給付については内閣府が所管
するとしても，管轄は内閣府・厚生労働省，文部科学
省の３元体制となり，幼保一元化の実現で最も重要な
管轄官庁の一元化は実現せず，幼保一体化施設の整備
には限界があるとする評価は説得力をもっている。
３．結論
以上の点から，提出された本学位請求論文は，専修
大学大学院経済学研究科における学位（課程博士）を
授与するにふさわしいと評価する。課程博士は自立し
た研究者としての認定を基準として行われるものであ
り，以下の点で今後の研究の課題を残している。
スウェーデンなど先進国の取り組みについて分析を
深める必要がある。中央政府レベルの政策の展開は分
析されているが，それが地方自治体における幼保一体
化施設の整備にいかなる効果が発揮されたかが十分に
解明されていない。例えばスウェーデンにおける分権
化，財政調整制度の充実を伴う財源移譲が，地方自治
体（コミュー）の歳出，幼保一体化施設の整備費・運
営費への財源投入にどのような影響を与えたかの具体
的分析が行われれば，日本の取組へ示唆するところは
大きくなる。
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